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訂正  

 
１．平成16年3月期の業績 (平成15年4月1日～平成16年3月31日) 
 (1) 経営成績      (百万円未満は切捨て表示しております。) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 %

平成16年3月期 4,490 6.1 610 57.3 550 67.3 

平成15年3月期 4,234 7.3 388 32.4 328 14.3 
 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 % 円 銭 円 銭 % % %

平成16年3月期 291 61.2 51 57 ― ― 6.6 8.6 12.3 

平成15年3月期 180 20.0 31 58 ― ― 4.3 5.2 7.8 

(注) ①期中平均株式数 平成16年3月期 5,092,848株 平成15年3月期 5,092,848株 

②会計処理の方法の変更 無    

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

１株当たり年間配当金   中間 期末 
配当金総額 

（年 間） 配当性向 株主資本 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 % % 

平成16年３月期 15 00 ― ― 15 00 76 29.1 1.7 

平成15年３月期 20 00 ― ― 20 00 101 63.3 2.4 

(注) 平成15年3月期期末配当金の内訳   普 通 配 当   15円 00銭   記 念 配 当   5円 00銭 
 
 (3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 % 円 銭

平成16年3月期 6,593 4,528 68.7 883 47 

平成15年3月期 6,233 4,284 68.7 837 35 

(注) ①期末発行済株式数 平成16年3月期 5,092,848株 平成15年3月期 5,092,848株 

②期末自己株式数 平成16年3月期 ― 株 平成15年3月期 ― 株 

 
２．平成17年3月期の業績予想 (平成16年4月1日 ～ 平成17年3月31日) 

１株当り年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 2,214 246 159 ― ― ― ― ― ― 

通 期 4,586 621 398 ― ― 10 00 10 00 

(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期) 39円 14銭  
(注) 平成16年5月20日付で株式1株につき2株の株式分割を実施いたします。1株当たり予想当期純利益は平成16年4月1日に

分割が行われたものとして算出しております。 

 
※上記業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 

  

1

http://www.mec-co.com/jp/index.html


金　　額 構成比 金　　額 構成比 （△ 印　減）
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ　流動資産 3,061,015 49.1 3,389,001 51.4 327,985

　　現金及び預金 1,209,667 1,316,061 106,393

　　受取手形 580,492 560,517 △ 19,974

　　売掛金 911,809 1,029,716 117,907

　　有価証券 50,000 50,000 ―　

　　商品 771 462 △ 308

　　製品 58,118 60,860 2,741

　　原材料 84,551 97,004 12,452

　　仕掛品 90 90 ―　

　　貯蔵品 3,615 4,344 729

　　前払費用 33,294 26,414 △ 6,880

　　繰延税金資産 39,067 66,592 27,525

　　関係会社短期貸付金 ―　 116,010 116,010

　　未収入金 45,237 53,403 8,165

　　未収法人税等 26,666 ―　 △ 26,666

　　未収消費税等 12,580 ―　 △ 12,580

　　その他 6,206 8,503 2,297

　　貸倒引当金 △ 1,154 △ 980 174

Ⅱ　固定資産 3,172,341 50.9 3,204,995 48.6 32,653

(1)有形固定資産 2,083,729 33.5 2,033,682 30.8 △ 50,047

　　建物 1,008,570 943,803 △ 64,767

　　構築物 34,101 31,876 △ 2,225

　　機械及び装置 175,280 175,763 483

　　車両運搬具 13,689 19,353 5,664

　　工具器具及び備品 80,907 91,704 10,797

　　土地 771,180 771,180 ―　

(2)無形固定資産 64,186 1.0 57,481 0.9 △ 6,704

　　借地権 29,380 29,380 ―　

　　ソフトウェア 31,436 24,887 △ 6,548

　　その他 3,369 3,214 △ 155

(3)投資その他の資産 1,024,424 16.4 1,113,830 16.9 89,406

　　投資有価証券 117,242 255,509 138,266

　　関係会社株式 338,901 294,279 △ 44,622

　　出資金 55 55 ―　

　　従業員長期貸付金 ―　 3,878 3,878

　　関係会社長期貸付金 111,646 108,308 △ 3,337

　　更生債権等 27,226 23,939 △ 3,286

　　長期前払費用 2,013 1,850 △ 162

　　繰延税金資産 176,299 152,943 △ 23,355

　　差入保証金 69,100 68,684 △ 416

　　保険積立金 263,757 287,696 23,939

　　会員権 9,900 9,900 ―　

　　貸倒引当金 △ 91,716 △ 93,214 △ 1,498

資産合計 6,233,356 100.0 6,593,996 100.0 360,639

　比 較 貸 借 対 照 表　

(平成15年３月31日現在) (平成16年３月31日現在)　　　　 　　　　　　　期別
科目

前事業年度 当事業年度
比較増減
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金　　額 構成比 金　　額 構成比 （△ 印　減）
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ　流動負債 1,302,495 20.9 1,813,857 27.5 511,362

　　支払手形 366,748 381,359 14,610

　　買掛金 204,710 140,228 △ 64,481

　　短期借入金 500,000 430,000 △ 70,000

　　1年以内償還予定社債 ―　 200,000 200,000

　　1年以内返済予定長期借入金 ―　 200,000 200,000

　　未払金 77,024 109,980 32,956

　　未払費用 26,966 28,567 1,601

　　未払法人税等 ―　 167,880 167,880

　　未払消費税等 ―　 34,869 34,869

　　預り金 10,225 16,035 5,810

　　賞与引当金 110,210 96,080 △ 14,130

　　その他 6,611 8,855 2,244

Ⅱ　固定負債 646,340 10.4 251,980 3.8 △ 394,359

　　社債 200,000 ―　 △ 200,000

　　長期借入金 200,000 ―　 △ 200,000

　　役員退職慰労引当金 245,390 248,780 3,390

　　その他 950 3,200 2,250

負債合計 1,948,835 31.3 2,065,837 31.3 117,002

Ⅰ　資本金 594,142 9.5 594,142 9.0 ―　

Ⅱ　資本剰余金 446,358 7.2 446,358 6.8 ―　

　　資本準備金 446,358 446,358 ―　

Ⅲ　利益剰余金 3,249,121 52.1 3,418,706 51.9 169,585

　　利益準備金 63,557 63,557 ―　

　　任意積立金 2,800,278 2,900,125 99,846

　　当期未処分利益 385,284 455,023 69,738

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 △ 5,100 △ 0.1 68,951 1.0 74,052

資本合計 4,284,521 68.7 4,528,158 68.7 243,637

負債・資本合計 6,233,356 100.0 6,593,996 100.0 360,639

　比 較 貸 借 対 照 表　

　　　　 　　　　　　　期別
科目

前事業年度 当事業年度
比較増減

(平成15年３月31日現在) (平成16年３月31日現在)
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（△ 印　減）

金　　額 比 率 金　　額 比 率 金　　額
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ　売上高 4,234,132 100.0 4,490,891 100.0 256,758

Ⅱ　売上原価 1,845,062 43.6 1,874,745 41.7 29,683

　　売上総利益 2,389,070 56.4 2,616,145 58.3 227,075

Ⅲ　販売費及び一般管理費 2,000,612 47.2 2,005,232 44.7 4,620

　　営業利益 388,458 9.2 610,913 13.6 222,455

Ⅳ　営業外収益

　　受取利息 3,834 5,317 1,482

　　有価証券利息 705 62 △ 642

　　受取配当金 44,421 54,489 10,068

　　生命保険解約返戻金 ―　 7,257 7,257

　　その他 6,305 2,601 △ 3,703

計 55,266 1.3 69,728 1.6 14,462

Ⅴ　営業外費用

　　支払利息 5,737 5,157 △ 580

　　社債利息 4,800 4,800 ―　

　　貸倒引当金繰入額 33,514 1,498 △ 32,016

　　投資有価証券評価損 45,596 ―　 △ 45,596

　　為替差損 22,765 108,478 85,712

　　その他 2,399 10,572 8,173

計 114,814 2.7 130,506 2.9 15,692

　　経常利益 328,909 7.8 550,135 12.3 221,225

Ⅵ　特別利益

　　固定資産売却益 140 2 △ 137

　　生命保険解約返戻金 111,343 ―　 △ 111,343

　　貸倒引当金戻入額 ―　 174 174

計 111,484 2.6 176 0.0 △ 111,307

Ⅶ　特別損失

　　固定資産売却損 975 1,392 417

　　固定資産除却損 7,160 2,917 △ 4,242

　　役員退職慰労金 114,670 ―　 △ 114,670

　　関係会社株式評価損 ―　 68,734 68,734

計 122,806 2.9 73,044 1.7 △ 49,761

　　税引前当期純利益 317,587 7.5 477,266 10.6 159,679

　　法人税、住民税及び事業税 55,907 1.3 240,664 5.3 184,756

　　法人税等調整額 80,859 1.9 △ 54,840 △ 1.2 △ 135,699

　　当期純利益 180,820 4.3 291,441 6.5 110,621

　　前期繰越利益 204,463 163,581 △ 40,882

　　当期未処分利益 385,284 455,023 69,738

前事業年度

自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日

当事業年度

自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日

　比 較 損 益 計 算 書　

比較増減
　　　　 　　　　　　　　期別
科目
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（△ 印　減）

金　　額
千円

Ⅰ　当期未処分利益 69,738

Ⅱ　任意積立金取崩高

　　特別償却準備金取崩高 △ 28

計 69,710

Ⅲ　利益処分額

　　1.　配当金 △ 25,464

　　2.　役員賞与金 8,800

　　3.　任意積立金

　　　　　別途積立金 100,000

計 83,335

Ⅳ　次期繰越利益 △ 13,625

221,856

163,581

200,000

149,955

28,800

305,192

153

385,438

当事業年度

自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日

金　　額
千円 千円

455,023

76,392

125

455,148

385,284

　　　　 　　　　　　　　期別
科目 至　平成15年３月31日

金　　額

　比 較 利 益 処 分 案　

比較増減
前事業年度

自　平成14年４月１日

100,000

101,856

20,000
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重 要 な 会 計 方 針 
 

項目 
当事業年度 

 自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 

１ 有価証券の評価基準および評

価方法 

 

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  

２ たな卸資産の評価基準および

評価方法  

商品……………総平均法による原価法 

製品(薬品)……総平均法による原価法 

製品(機械)……個別法による原価法 

原材料…………総平均法による低価法 

仕掛品…………個別法による原価法 

貯蔵品…………先入先出法による原価法 

  

３ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

  建物       15～50年 

  構築物      ７～45年 

  機械及び装置   ４～12年 

  車両運搬具    ４～６年 

  工具器具及び備品 ４～６年 

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

  均等償却によっております。 

  

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 
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項目 
当事業年度 

  自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生して

いる額を計上しております。 

  取締役でない執行役員については、執行役員規程に基づく期末要支

給額の100％相当額を計上しております。 

  なお、当社は執行役員規程に基づく部分を除く退職金制度の金額に

ついて適格退職年金制度を採用しておりますが、当事業年度末におい

ては年金資産が退職給付債務（未認識数理計算上の差異を除く）を上

回っており、この差額は前払年金費用として流動資産の「前払費用」

に計上しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率法により、発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額の100％相当額を計上しております。 

  

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を充たし

ている為替予約については、振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下

のとおりであります。 

 ヘッジ手段   為替予約 

 ヘッジ対象   売掛金 

③ ヘッジ方針およびヘッジ有効性評価の方法 

 「為替リスク管理規程」に基づき、為替変動リスクの低減のために対

象債権の範囲内でヘッジを行っております。なお、ヘッジ要件を充

たした契約のみ行っており、ヘッジ有効性は常に保たれておりま

す。 

 

６ その他財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 
貸 借 対 照 表 

 

前事業年度 
平成15年３月31日 

当事業年度 
平成16年３月31日 

 １ 担保提供資産 

建物 81,450千円

土地 386,000千円

合計 467,450千円

   上記担保提供資産を社債200,000千円の担保に供

しております。 

 １ 担保提供資産 

建物 77,166千円

土地 386,000千円

合計 463,166千円

   上記担保提供資産を社債200,000千円の担保に供

しております。 

  

 ２ 授権株式数 普通株式 20,000,000株

   発行済株式数 普通株式 5,092,848株
 

 ２ 授権株式数 普通株式 20,000,000株

   発行済株式数 普通株式 5,092,848株
 

  

 ３ 関係会社に対する主な資産 

売掛金 174,768千円
 

 ３ 関係会社に対する主な資産 

売掛金 238,404千円
 

  

 ４ 国庫補助金による圧縮記帳 

   過年度および当事業年度に取得した資産のうち、

国庫補助金による圧縮記帳額は21,753千円であり、

貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しており

ます。その内訳は建物2,772千円、機械及び装置

14,150千円、工具器具及び備品4,831千円でありま

す。 

 ４ 

同左 

  

 ５ 保証債務 

   MEC EUROPE NV.の金融機関借入の保証 

 (400千EUR) 51,932千円
 
   MEC CHINA SPECIALTY PRODUCTS(SUZHOU)CO.,LTD.

の金融機関借入の保証 

 (3,881千RMB) 56,390千円
 

 ５ 保証債務 

   MEC CHINA SPECIALTY PRODUCTS(SUZHOU)CO.,LTD.

の金融機関借入の保証 

 (3,881千RMB) 49,560千円
 

  

―――  ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は68,951千

円であります。 

 

8



損 益 計 算 書 
 

前事業年度 
  自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当事業年度 
  自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 １ 固定資産売却損の内容は次の通りであります。 

車両運搬具 975千円
 

 １ 固定資産売却損の内容は次の通りであります。 

車両運搬具 1,261千円

工具器具及び備品 131千円

合計 1,392千円
 

  

 ２ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

機械及び装置 213千円

車両運搬具 79千円

工具器具及び備品 1,311千円

長期前払費用 261千円

その他 5,293千円

合計 7,160千円

  なお、「その他」は研究棟増改築に係る撤去工事費

用であります。 

 ２ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

構築物 33千円

機械及び装置 125千円

車両運搬具 96千円

工具器具及び備品 2,278千円

長期前払費用 384千円

合計 2,917千円
 

  

 ３ 関係会社に係る注記 

受取配当金 43,237千円
 

 ３ 関係会社に係る注記 

受取配当金 53,167千円
 

  

 ４ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は597,344千円であります。 

 ４ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費は540,233千円であります。 

 

有 価 証 券 
 

前事業年度(平成15年３月31日) 

  子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当事業年度(平成16年３月31日) 

  子会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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税 効 果 会 計 
 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

  (繰延税金資産) 

貸倒引当金 36,898千円

賞与引当金 38,950千円

役員退職慰労引当金 99,235千円

関係会社株式評価損 15,456千円

ゴルフ会員権評価損 19,060千円

その他 5,848千円

 繰延税金資産合計 215,451千円

  (繰延税金負債) 

特別償却準備金 △84千円

 繰延税金資産の純額 215,366千円
 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

  (繰延税金資産) 

貸倒引当金 37,605千円

未払事業税 19,067千円

賞与引当金 39,046千円

役員退職慰労引当金 101,104千円

関係会社株式評価損 43,466千円

ゴルフ会員権評価損 19,155千円

その他 35,230千円

 繰延税金資産小計 294,676千円

評価性引当額 △27,933千円

 繰延税金資産合計 266,743千円

  (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △47,206千円

 繰延税金資産の純額 219,536千円
 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以
下であるため注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 41.7％

（調整） 

住民税均等割 1.1％

関係会社株式評価損 6.0％

試験研究費特別税額控除 △7.4％

外国税額控除 △3.8％

その他 1.3％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

38.9％
 

  

３ 地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第9

号)が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成16年4

月1日以降解消が見込まれるものに限る)に使用した法

定実効税率は、41.7％から40.4％に変更されました。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額

を控除した金額)が5,667千円減少し、法人税等調整額

が5,556千円、その他有価証券評価差額金が111千円、

それぞれ増加(借方)しております。 

――― 
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役員の異動について 
 

来る6月23日開催予定の第35回定時株主総会における役員の異動予定は下記の通り

であります。 

 

(1)新任取締役候補 

  岩倉 襄 (前スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社) 

(2)退任予定取締役 

  取締役会長   前田 耕作 （名誉会長に就任予定） 

  取 締 役   石井 正人 

 

(注)取締役会長前田耕作は、平成16年4月19日に発表致しました通り、本年6月23

日付で名誉会長に就任する予定であります。 
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